


















































































   本研究においては、以下の 3項を仮説および検証の命題として設定している。 
仮説 1：「再生専門家の介入指導を受けて社長の持つ危機意識や会社の実行力は強化
される」 
    検証 1：介入指導を受けて社長の持つ危機意識は強化される。                 







   検証 1：介入指導を受けて社長の持つ危機意識は強化される。 
   第四章において、介入指導を受けて社長の持つ危機意識は再生前に比べて、再生後は
有意差をもって強化されることが示唆された。よって、仮説 1検証 1は支持された。 
   第五章において、 
検証 2：介入指導を受けて会社の実行力は向上される。 
   介入指導を受けて会社の実行力は再生前に比べて、再生後はと有意差をもって向上さ
れることが示唆された。よって、仮説 1検証 2は支持された。 
    仮説 2：「社長の持つ危機意識が強化すると会社の実行力が向上する」 




     第七章における仮説 3の検証では、次の 2点の視点から検証を行っている。 
      １）会社の実行力の向上が経常利益率の改善に影響を与える 
      ２）会社の実行力の向上により、経常利益率は改善される 
     会社の実行力が向上すると経常利益率にどのような影響を与えるかについて、会社の 
実行力と経常利益率間の相関関係を求めた。再生後には、有意で会社の実行力と経常
利益率間の相関関係が示唆される。  





      本研究ではまた、第八章において、仮説に付帯する項目である企業属性および社長
特性によって、社長の持つ危機意識、会社の実行力そして経常利益率に違いがあるか
について検証を行った。 
      この分析の結果、再生後においては、ほとんどの企業属性および社長特性が、社長
の持つ危機意識が会社の実行力に影響を与えることが示唆された。 








    本研究ではまた、第八章において、企業属性・社長特性により、経常利益率の改善
に違いがあるかについても検証した。 






      再生後の項目内分類間において、経常利益率の差が示唆されるのは、売上規模間と
社長の経営タイプ間、および社長の注力業務間である。 
























     さらに社長のもつ危機意識が会社の実行力向上に与える影響、会社の実行力向上が経
常利益率の改善への寄与などについて論理的に確認分析することができるようになっ
た。 









   本論文の審査は、２０１８年１１月２３日に論文中間審査を行い、本申請者からの研
究論文の提出と研究内容の報告を受け、質疑応答と研究評価および論文構成・記述の問
題点の指摘と改善の要請を行った。本申請者は適正に改善作業を進めた。 












       従来、定性的にしか指摘されることのなかった窮境状態にある中小企業の再生にお
ける社長の危機意識の醸成の重要さ、危機感は会社の実行力に影響を与え、収益力
を向上させる影響を与えることを比較可能な形式で定量的に評価できることを提案
したことは高く評価できる。 
③ 応用性 
申請者は長年、窮境状態にある中小企業の再生ビジネスの実践に携わっている。そ
の実践の試行錯誤で生み出した具体的な経営介入方法の有効性を、本研究の定量的
結果により裏付けたことは高く評価される。経営者の危機意識強化を通じた再生方
法は、本研究に実証された定量的な指標を活用して「見える化」を図ることにより、
実践の場面でもきわめて有効な事業再生手法となりうると考えられる。 
④ 実践力・研究力 
申請者は、実践を通じた窮境企業再生の問題点の把握にみられる実務家としての能
力と、経営者の危機意識という、従来定性的分析でしかふれられることのなかった
内面的な要素を、定量的かつ比較可能な形で把握する枠組みで表現し、その危機意
識の強化の企業の実行力への影響、企業の実行力の向上の収益力への影響を分析す
るアカデミックな研究者としての能力を共に有している。 
  
以上の諸点を勘案し、審査委員一同全員一致で、吉岡憲章氏は、博士（経営情報学）の学
位を授与されるに値する、と判定する。 
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